
簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示 

 

次のとおり技術提案書の提出を募集します。 

 

令和８年９月１日 

 

埼玉県知事 大野 元裕 

１ 業務の概要 

  (1) 委託業務名   令和８年度持続可能なまちづくり支援業務委託 

(2) 委 託 箇 所   埼玉県全域 

  (3) 委託業務内容      本業務の内容は以下のとおりとする。なお、詳細については、別添の

特記仕様書によるものとする。 

  (4) 履 行 期 限    令和９年３月３１日 

  (5) 委託限度額   １５，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額含む） 

 

２ 資格要件 

 (1) 令和７・８年度埼玉県建設工事等競争入札参加資格者名簿（設計・調査・測量）（以下

「資格者名簿」という。）に、「建設コンサルタント」で登載された者であること。ただ

し、競争入札参加資格審査結果通知書において資格の有効期間の始期が公示日以前である者

に限る。なお、下欄「(10)その他」①ただし書きに該当する者にあっては、会社更生法に基

づく更生計画、又は民事再生法に基づく再生計画の認可を受けていること。  

 (2) 資格者名簿に登載された「本店又は主たる営業所」又は「営業所」が埼玉県内にあるこ

と。  

 (3) 公示日以後に埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止の措置

を受けている期間がないこと。  

 (4) 次のいずれにも該当しない者であること。  

      ① 地方自治法施行令第１６７条の４に該当する者  

      ② 埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号）第１０４条において準用する同規

則第９１条の規定により県の随意契約に参加させないこととされた者 

 (5) 提出された書類の記載事項が虚偽でないこと。  

 (6) 参加できる者の形態は単体企業とする。  

  (7) 会社の実績として、契約の締結日にかかわらず、国または地方公共団体との契約におい

て、平成２８年４月１日以降から公示日までの間に次のいずれかを満たす業務を完了した実

績があること。  

① 市町村都市計画マスタープラン＊１の策定又は更新に係る業務 

② 都市計画区域マスタープランの策定又は更新に係る業務 

③ 立地適正化計画＊２の策定又は更新に係る業務 

     ＊１ 都市計画法第１８条の２に規定する市町村の都市計画に関する基本的な方針 

     ＊２ 都市再生特別措置法第８１条に規定する立地の適正化を図るための計画  

 (8) 管理技術者及び照査技術者が、次のいずれかの資格を保有すること。 



 

 

   ① 技術士（建設部門）「都市及び地方計画」 

   ② RCCM「都市計画及び地方計画」 

③ 認定都市プランナー 

 (9) 管理技術者及び照査技術者は兼ねることができない。  

 (10) その他  

   ① 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者でないこと、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更生法に基づく更生計画、又は

民事再生法に基づく再生計画の認可を受けている者はこの限りではない。  

   ② 公示日以降に埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外等の措置

を受けていない者であること。  

   ③ 電子入札システムで利用可能な電子証明書を取得し、電子入札システムの利用者登録

が完了していること。 

 

３ 一次選定及び二次選定基準 

  ２の要件を満たしている者の中から、次の基準に基づいて選定する。 

 (1) 会社の業務実績 

 (2) 配置予定技術者の業務実績（管理技術者） 

 (3) 技術提案書の内容 

 (4) 参考見積書 

 

４ 技術提案を求める具体的テーマ 

 (1)  業務の実施方針及び業務工程計画等 

 (2)  秩父地域における広域的な視点での現状分析と課題抽出に係る手法の提案 

 (3)  熊谷市の周辺地域における広域的な視点での現状分析と課題抽出に係る手法の提案 

 (4) わかりやすさ 

 

５ 窓口・問合せ先 

  埼玉県都市整備部都市計画課 都市計画担当 近藤、渡邊 

    〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

        電 話 ０４８－８３０－５３４５（直通） 

        ＦＡＸ ０４８－８３０－４８８１ 

        E-mail a5330-18@pref.saitama.lg.jp 

 

６ 手続き 

 (1) 説明書の交付期間及びその方法 

      ① 交付期間  令和８年９月１日（火）から令和８年９月１６日（水）まで 

      ② 交付方法   電子入札システムのうち、入札情報公開システムに掲載する。 

(2) 参加表明書の提出期限及びその方法 

① 提出期限  令和８年９月８日（火）午後４時まで 

② 提出方法  詳細は説明書による。 



 

 

 (3) 技術提案書の提出期限及びその方法 

      ① 提出期限  令和８年９月１６日（水）午後４時まで 

    ② 提出方法  詳細は説明書による。 

    ③ そ の 他  当該業務に係る参考見積内訳書も提出すること。 

 

７ 技術提案書提出後の予定 

(1) 一次選定の有無  有 

   ただし、資格要件を満たす者が５者以下の場合は、一次選定を実施しない。 

 (2) ヒアリング予定日（一次選定を実施しない場合） 

  令和８年９月２４日（木） 

 ヒアリングの場所及び時間は、E-mail にて別途通知する。 

 なお、一次選定を実施した場合、ヒアリングの日時及び場所は、E-mail にて別途通知す

る。 

 

８ 審査結果の公表 

 本案件の審査結果として、原則として次の事項を公表する。 

(1) 実施部局名、課所名、契約件名及び選定方法 

(2) 参加申請した全事業者名（ただし、契約先候補者以外は仮称） 

(3) 審査基準に係る審査項目 

(4) 全事業者の得点又は契約先候補者の選定順位に係る評価数値 

(5) その他発注機関が必要と認める事項 

※ただし、発注機関が、埼玉県情報公開条例の規定等を参考に、かつ、契約の目的又は性質か

ら不開示情報に該当すると判断する場合には、当該部分を除いて公表する。 

 

９ その他 

 詳細は説明書による。 


